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（単位：億円）

- 売上高は、賃貸事業における新規契約実行高の落ち込み等により減収
- 営業利益および経常利益は、貸倒費用の増加をリース会計基準変更に伴う増益効果や資金原価
の改善、デリバティブ評価益（売却益含む）が吸収し大幅増益

- 四半期純利益は、経常利益の大幅増益に加え、投資有価証券の減損計上額が減少したため増益

1） 業績概要（連結）

1. 2010年3月期第3四半期実績報告

△9.9%6,3947,100営業資産残高

前年比

自己資本比率（%）

1株当たり四半期純利益（円） -110.94△29.17

-8.2%7.5%

-24△6四半期純利益

69.2%7142営業利益

△1.9%582594純資産

77.8%7140経常利益

△9.3%1,7831,965売上高

2010/3期
第3四半期
（累計）

2009/3期
第3四半期
（累計）

2009/3期
第3四半期
（累計）

▌経常利益前年同期比主要増減要因

40

（単位：億円）

71

2010/3期
第3四半期
（累計）

14

リース会計基準変更による増益
効果・営業貸付事業の拡大等

資金原価の低減

前年同期のデリバティブ評
価損の戻り・当期デリバティ
ブ評価益

29

貸倒費用
の増加

3 販管費の増加

14
23
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△144458資金原価

△011資金原価

△336資金原価

△114051資金原価

55211156売上総利益

234825売上総利益

△136578売上原価

62619売上総利益

△000売上原価

26138112売上総利益

△2101,4641,674売上原価

売上高

売上高

売上高

売上高

前年増減

売上原価 △2231,5281,752
△1821,7831,965計

32925営業貸付事業

9113104その他の事業

△1951,6411,836賃貸事業

2010/3期
第3四半期
（累計）

2009/3期
第3四半期
（累計）

（単位：億円）

1. 2010年3月期 第3四半期実績報告

2） 事業別収益（連結）

<<賃貸事業>>
・賃貸料収入の落ち込み等により前年同期
比減収となるも、リース会計基準変更に伴う
増益効果や資金原価の改善により増益

<<営業貸付事業>>
・企業向け融資の利息収入の増加等により
前年同期比増収増益

<<その他の事業>>
・解約売上の増加により前年同期比増収と
なったことに加え、デリバティブ評価益（売却
益含む）の計上により増益
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一括ファクタリング

△5521,6512,203営業貸付金

△454791割賦販売

△4629411,402

前年増減

△7852,9763,760計

△5971,6972,294営業貸付事業

102515その他の事業

△1981,2531,451賃貸事業

2010/3期
第3四半期
（累計）

2009/3期
第3四半期
（累計）

（単位：億円）

8 137 129 事務用機器

△108398505電子計算機及び関連装置

△25 89 114 通信機器及び関連装置

△31 500 530 ソフトウェア

前年増減

△1981,2531,451計

△1639861,149情報通信機器

△43 130 173 その他機器

2010/3期
第3四半期
（累計）

2009/3期
第3四半期
（累計）

（単位：億円）

1. 2010年3月期 第3四半期実績報告

3） 事業別営業の状況（連結）

▌機種別賃貸事業契約実行高

▌事業別契約実行高

<<契約実行高>>
・賃貸事業は、リース市場全体の縮小の影響を受
け、民間向けは前年同期比減少、それに伴う競
争激化により官公庁･自治体向け案件も微減
・営業貸付事業は、一括ファクタリングの減少等
により前年同期比減少

<<営業資産残高>>
・賃貸事業は、上記新規契約実行高の減少に加
え、前期に行ったリース債権流動化の影響により
前年同期比減少
・営業貸付事業は、割賦債権が減少したものの
営業貸付金の増加により前年同期比微減

5,564 5,154 4,876

1,5181,4731,535

0

2,000

4,000

6,000

8,000

08/12末 09/3末 09/12末

営業貸付
事業

賃貸事業

（単位：億円）

▌営業資産残高

7,100 6,627 6,394
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1.01% 1.21%

0.93%

0.5%
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1.0%
1.1%
1.2%
1.3%
1.4%
1.5%

08/3期 09/3期 10/3期3Q(累計)

資金原価率（%）
＝資金原価÷有利子負債平残

短期借入金

長期借入金

債権流動化

CP

社債

直接調達
比率

29.5%

4） 資金調達の状況（連結）

- 有利子負債平残の減少やCP発行レートの低
下等による影響で資金原価は前年同期比減
少し、資金原価率も金融危機前の水準
（08/3期 1.01%）を下回るレベルに改善

1. 2010年3月期 第3四半期実績報告

▐ 資金原価率

▐ 有利子負債構成比

▐ 有利子負債残高
（単位：億円）

資金原価率（%）
＝資金原価÷有利子負債平残

構成比構成比

6,121

86

100

1,620

4,238

77

2010/3期
第3四半期末

100%

1.4%

1.6%

26.5%

69.2%

1.3%

100%6,475計

2.3%150債権流動化

1.5%100社債

25.9%1,680CP

63.4%4,108長期借入金

6.8%438短期借入金

2009/3期末
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（単位：億円）

事故率（％）

＝新規倒産損失発生金額

÷（営業資産平残＋破産更生債権平残）

※新規倒産損失発生金額＝破産更生債権＋懸念債権

新規倒産損失
発生金額

事故率

（単位：億円）

1. 2010年3月期 第3四半期実績報告

5） 与信関係費用（連結）

- 新規倒産損失発生金額の増加に加え、それに伴い一般債権に対する引当も積み増したため、
与信関連費用は前年同期比増加

▌不良債権発生状況 ▌与信関連費用
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前年比

(c)/(a)

-
-

138.0%
121.3%
△10.0%

2010/3期通期
(c)

139.32
30
80
80

2,350

167.18
36
60
60

2,430

2010/3期通期
(b)

従来予想 予想実績

110.94
24
71
71

1,783

2010/3期
第3四半期
（累計） 従来予想比

(c)/(b)

1株当たり純利益（円） -△176.75
△16.7%△38純利益

33.3%36営業利益

33.3%34経常利益

△3.3%2,610売上高

2009/3期通期
(a)

（単位：億円）

22円00銭

予想

22円00銭

期末

44円00銭

予想

44円00銭

年間

22円00銭2009/3期実績

実績

22円00銭
2010/3期

中間期

1） 業績予想（連結）

2. 2010年3月期計画

▐ 1株当たり配当金

※配当予想は、2009年10月27日に発表
した予想と変更はありません
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本資料に記載されている株主・投資家向け情報は、投資勧誘・保証を目的として作成されたものでは

ありません。実際に投資を行う際は、ご利用者ご自身のご判断において行われるようお願い致します。

本資料に記載されている当社の計画、戦略および業績見通しは、将来の予測であって、リスクや不確

定な要因を含んでおります。

また、本資料に記載されている経営目標は予想ではなく、将来の業績に関する経営陣の現在の予想

を反映したものでもありません。むしろ、経営陣が事業戦略の実行を通じて達成しようとする目標であ

ります。

実際の業績等は、さまざまな要因により、見通し等と大きく異なる結果となりうることをあらかじめご承

知願います。実際の業績等に影響を与えうる重要な要因としては、当社の事業領域を取り巻く経済

情勢及び規制や法令の変更、潜在的な法的責任、当社のサービスに対する需要変動や競争激化に

よる価格下落圧力などがありますが、これら以外にも様々な要因がありえます。また、世界経済の悪

化、世界の金融情勢の悪化、国内外の株式市場の低迷などにより、実際の業績等が経営目標その

他の見通しと異なる結果となる可能性もあります。

当社による将来予測に関する記述は、その日現在のものであることをご承知おきください。新たなリス

クや不確定要因は随時生じるものであり、その発生や影響を予測することは不可能であります。また、

リスクや不確定要因があるため、将来予測に関して記述されていることが実際には起こらない場合も

ありえます。これらの記述に全面的に依拠することは控えるようお願いします。




